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ご質問への回答について

平成２５年６月２５日
北海道電力株式会社

資料３
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１．値上げの要因
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経常損益

収入

人件費・修繕費・

支払利息・その他費用

減価償却費

燃料費・購入電力料

原子力設備利用率

5,166

6,121

5,161 5,242

6,334

6,977

（単位:億円）

※四捨五入の関係で、合計等が

一致しない場合があります。

（以降のページも同様）
原子力発電所の発電量減少に伴う

火力燃料費の増大による影響

泊3号機導入

H19年度実績 Ｈ20年度実績 H21年度実績 Ｈ22年度実績 Ｈ23年度実績 Ｈ24年度実績

（単位:％）

１．収支の推移

○ 泊３号機の運転開始後、全基が通常通り稼働していた平成22年度においては黒字を確保。
○ その後、泊発電所の長期停止に伴い火力燃料費が大幅に増加し、徹底した費用削減に取り組んだものの、

平成24年度の収支は、経常損失▲1,186億円と過去最大の損失。
○ 原価算定の前提として泊発電所の発電再開時期を想定しているが、現時点においても発電再開の時期を

見通すことができない状況にあり、平成25年度の業績予想は未定で公表している。

収支の推移 ※単独決算

※H20年度実績については、泊発電所の計画外の補修発生に伴う定期検査の延長などから前回原価に比べ燃料費・修繕費が増加。
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【参考】財務状況

○ 平成24年度末の自己資本比率（単独）は10％を割り込み、当社の財務状況は急速に悪化。
○ 現行の電気料金を維持したままでは、今後、自己資本の毀損がさらに拡大し、燃料調達や設備の保守・保

全などに必要な資金の調達も困難となり、電力の安定供給にも支障をきたすおそれがある。

（単位:億円） 純資産の推移と有利子負債および自己資本比率 ※単独決算

Ｈ24年度の
当期純損失等

1,552

H19年度末実績 Ｈ20年度末実績 Ｈ21年度末実績 Ｈ22年度末実績 Ｈ23年度末実績 Ｈ24年度末実績

有利子負債 7,454億円 8,588億円 8,948億円 9,056億円 9,518億円 1兆1,332億円

自己資本比率 29.2% 24.3% 24.5% 23.2% 18.0% 9.7%



5【参考】前回原価からの変動（費目別）

○ 泊発電所が通常通り稼働していると仮定した場合の原価（Ｂ）は、前回原価（Ａ）と比較して１００億円程度減少。

1,255 1,436 1,434
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4,000

5,000

6,000

7,000

(A)前回原価 (B)(原子力全基稼働状態) (C)今回原価

(億円)

需給関係

費用

資本費

修繕費

その他

人件費

5,661
5,563

6,164

①
泊３号機関連費用 (+340程度)

泊３号機導入による燃料費低減

(▲640程度)

効 率 化

(▲350程度)

▲30

▲95

▲125

▲66

▲40

バックエンド ▲38

緊急設置電源 ＋36

泊3号機導入 ＋176

泊3号機導入 ＋74

泊3号機導入 ＋9

泊3号機導入による

燃料費低減 ▲637

泊3号機導入 ＋84

バックエンド +54

公租公課 +26 など

②
その他増減

(+550程度)

③
原子力停止(+600程度)

泊発電所停止による

増加 ＋604

（その他：バックエンド費用、その他経費、控除収益（販売電力料除く）、接続供給託送収益）

燃料費+

購入電力料-

販売電力料

減価償却費+

事業報酬

京極発電所 ＋72

泊発電所安全対策 ＋58

系統運用自動化ｼｽﾃﾑ等+15

設備経年化等 ＋232

スマートメーター ＋12

退職給与金の増＋72

原賠負担金＋65

委託費等 + 92

泊発電所安全対策＋27

京極（公租公課） +6

需要減等 ▲148

石油石炭税 ＋ 22

出向者減等 ＋53

対前回増減

(Ｃ－Ａ)

（▲199）

（+291）

（+10）

（+179）

（+223）
（+703）

※各費目の増減は、個別の原価説明時に詳細説明予定。

（注）四捨五入の関係で、

合計が合わない

場合あり

（原子力設備利用率） （85％） （59％）
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+340
程度

泊3号機
関連費用

▲640
程度

泊3号機導入による
燃料費の低減効果

+600
程度

③泊発電所停止
による費用増

▲350
程度

効率化

+503

(単位：億円)

②その他
固定費
増など

①泊3号機導入影響

泊発電所停止に伴う火力燃料費増
泊１：H25/12～稼働（約 8ヵ月停止）
泊２：H26/1～ 稼働（約10ヵ月停止）
泊３：H26/6～ 稼働（約15ヵ月停止）

⇒＋1,800程度（燃料費増）
÷３ヵ年＝＋600程度（年）

前回
原価

今回
原価

5,661

6,164

○泊安全対策（資本費・委託費） +80
・防潮堤の設置、非常用発電機配備など
○原子力損害賠償支援機構一般負担金+65
○退職給与金の増 +70
・年金資産の運用環境の好転からの反動

泊３号機が通年で、
計画通り稼働した
場合の燃料費
低減効果

・資本費 +180
・修繕費 +70
・ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ +50
・公租公課等 +40

【参考】泊３号機導入とその他の要因による原価の変動

+310
程度

+240
程度

○設備経年化対策（修繕費） +230
・発電設備などの経年化対策
○京極PS新設（資本費・公租公課）+80
・需給調整用電源の確保

○ 平成21年12月に泊発電所3号機が運転を開始し、当社の原価の構成は大きく変化。
○ 今回の原価算定期間においては、泊発電所3号機が通年で計画どおり稼働していれば、固定的費用を上回る

燃料費の低減効果があり、300億円程度原価が減少する見込みだった。
○ 一方、発電設備などの経年化対策や原子力の更なる安全確保などへの対応で原価は550億円程度増加。
○ さらに泊発電所の停止により、火力燃料費が600億円程度増加し、最大限の効率化を織り込んでも吸収でき

ず、前回原価と比較して503億円増加する見通し。



7【参考】泊３号機導入効果 と 泊発電所停止影響

① 泊３号機導入による燃料費低減効果 … ３年間、通常ベース（※想定利用率：８５％）で稼働すると仮定した場合の燃料費低減額

912千ｋW
×85％

② 泊発電所停止影響 … H25年4月～H26年6月における追加燃料費負担（※想定利用率：８５％）

579千ｋW
×85％

579千ｋW
×85％

912千ｋW
×85％

※ 想定利用率 … 定期検査による停止期間等を考慮し、過去実績も勘案した上で、標準的な利用率を８５％程度と想定している。

＜泊発電所 設備利用率の推移＞ （単位：％）

89.7 66.2 81.9 89.7 84.6

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ13～22 (単純平均)

84.8 92.9 80.2 80.4 87.5 93.0

H25 H26 H27

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19

H25 H26 H27

Ｈ25/12 再稼働

Ｈ26/1 再稼働

Ｈ26/6 再稼働

泊１号：約８ヶ月

泊２号：約１０ヶ月

泊３号：約１５ヶ月

蒸気発生器１次冷却材入口管台

溶接部補修に伴う定検期間延長

３ヶ年平均 ６００億円程度
火力発電所の焚き増しによる追加燃料費

（H25/4～H26/6） １,８００億円程度

火力発電所の焚き減らしによる

燃料費の抑制
年平均 ▲６４０億円程度
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２．燃料費



9２-１．燃料費の内訳

燃料費
発電

電力量
単価 燃料費

発電
電力量

単価 燃料費
発電

電力量
単価 燃料費

発電
電力量

単価

 自    社    計 2,085 301 6.94 1,186 319 3.71 1,110 321 3.46 1,460 314 4.65

水    力 - 33 - - 36 - - 35 - - 35 -

火    力 2,070 241 8.60 1,100 135 8.15 1,027 138 7.42 1,399 171 8.17

石    炭 731 158 4.64 473 98 4.84 536 109 4.91 580 121 4.77

国内炭 183 25 7.34 123 17 7.42 137 18 7.82 148 20 7.51

海外炭 548 133 4.13 350 81 4.32 399 92 4.35 432 102 4.25

石油 1,321 82 16.06 609 37 16.61 475 29 16.63 802 49 16.31

その他※1 19 1 25.44 19 1 25.47 16 1 24.02 18 1 25.01

原  子  力 15 25 0.58 86 147 0.58 83 147 0.57 61 106 0.57

新エネルギー - 1 - - 1 - - 1 - - 1 -

H25-27平均

今      回

H25 H26 H27

（単位：億円、億kWh、円/kWh）

※１ 内燃力発電所向けＡ重油、ガスタービン発電所向け軽油。
※２ 四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある。



10２-２．燃料費の増減説明

○ 燃料費は、前回原価（Ｈ20）に織り込まれていなかった泊発電所３号機が運転開始（平成21年12月）したこ
となどにより、前回原価と比較して195億円減少。

○ しかしながら、原子力発電所の発電停止により、泊発電所が通常どおり稼働した場合（参考2）と比較する
と、今回原価の燃料費は大幅に増加。

35 52 34

43
43

32

68

40

0

50

100

150

200

前回 H22実績 今回

3号機

2号機

1号機

（単位：億kWh）

(単位：億円)

今回：A 前回：B 差：C

(H25～27) (H20) A-B

1,399 1,612 ▲ 213

石 油 819 991 ▲ 172

石 炭 580 621 ▲ 41

61 44 18

- - -

1,460 1,656 ▲ 195

【参考１】　発電電力量 (単位：億kWh)

171 210 ▲ 39

石 油 50 59 ▲ 10

石 炭 121 151 ▲ 30

106 78 29

1 1 0

【参考２】　燃料費（実績）

原 子 力

新 エ ネ

819億円（H22年度）

※泊発電所が3基共に、通常どおり
　 稼働した場合の実績値

新 エ ネ

燃 料 費 計

【参考３】　原子力発電量の推移

火 力

主な増減要因

火 力
泊3号機運転開始による減
原子力発電所の停止による増

原 子 力
泊3号機運転開始による増
原子力発電所の停止による減



11２-３．国内炭火力発電所で海外炭を使用する場合の問題点

＜国内炭火力の位置付け＞

○ 国内炭は、重油より発電単価が安いため、自由取引の下、メリットオーダーに従って使用している。

○ また、エネルギー資源の乏しい我が国において、貴重な国内資源の有効活用にもつながっている。

海外炭：約6,700kcal/kg
国内炭：約4,800kcal/kg

注)発熱量は固有水分込み

【海外炭価格（国内炭発電所まで輸送）】
15,805円/t

H25～H27年度原価織込
海外炭価格（12,006円/t）、
内陸輸送費（3,500円/t）、
諸経費差(299円/t)
により試算

【国内炭価格】
14,887円/t

※ H25～H27年度原価織込
国内炭購入価格

＜海外炭を使用する場合の問題点＞

○国内炭火力発電所は、国内炭に対応した仕様（設計炭発熱量５，０００ｋｃａｌ／ｋｇ）となっているため、発熱量
が高いなど品質が異なる海外炭は現状設備では使用できない。

○海外炭を使用する場合には、ボイラー燃焼設備、環境設備など、大規模な改修が必要であるとともに、
調達価格についても、荷揚港（苫小牧）～内陸発電所までの陸送費がかかるため、経済性が確保できない。

【標準発熱量】
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３．購入・販売電力料



13３-１．購入・販売電力料の単価について

○ 購入は、卸電気事業者、卸供給事業者、自家発、卸電力取引所、新エネルギーからの購入を見込んでいる。

○ 販売は、他事業者との相対取引や卸電力取引所を通じての販売を見込んでいる。

今回：Ａ
（H25-27平均）

前回：Ｂ
（H20）

差：Ｃ
（Ａ－Ｂ）

電力量 金額 単価 電力量 金額 単価 電力量 金額 単価

購
入
電
力
料

地帯間購入 - 1 - - - - - 1 -

他社購入 50 508 10.25 47 482 10.36 3 26 ▲0.11

計 50 510 10.28 47 482 10.36 3 27 ▲0.08

販
売
電
力
料

地帯間販売 - 0 - 0 6 20.29 0 ▲ 6 ▲20.29

他社販売 4 41 9.57 0 4 11.10 4 37 ▲1.53

計 4 41 9.65 1 10 15.42 4 31 ▲5.77

（単位：億kWh，億円，円/kWh）

※電力量には、（旧）RPS法に基づく新エネルギー等電気相当量（ＲＰＳクレジット）取引に関わる電力量は含まない。
※四捨五入の関係で，合計が合わない場合がある。



14３-２．自家発からの電力購入について

○ 自家発などからの購入については、既に契約している余剰電力の購入や卸電力取引所からの調達分に加え、

平成25年度における需給対策としての購入分を算入している。

○ 自家発からの最大受電可能量について、北海道内で供給力として期待できるものは、昨冬の実績を踏まえると

今回需給対策として原価に織り込んでいる19万kW程度と認識している。

今回：Ａ
（H25-27平均）

前回：Ｂ
（H20）

差：Ｃ
（Ａ－Ｂ）

備考
（主な差異理由および差異金

額）電力量 金額 単価 電力量 金額 単価 電力量 金額 単価

地帯間購入電力料
（他の電力会社からの購入）

- 1 - - - - - 1 - RPSクレジット購入による増

他
社
購
入
電
力
料

（
電
力
会
社
以
外
か
ら
の
購
入
）

卸電気事業者
（電源開発）

9 64 7.09 9 65 7.67 0 ▲2 ▲0.58 契約更改などによる固定費の減 ▲ 2

卸供給事業者 24 298 12.58 27 340 12.67 ▲3 ▲43 ▲0.09
契約更改などによる固定費の減▲37
電力量の減などに伴う減 ▲ 5

自家発など
（自家発・取引所取引など）

3 56 19.07 2 13 8.96 1 43 10.11
契約満了に伴う減 ▲ 7
需給対策による自家発購入増 ＋35
取引所取引の増 ＋14

新エネルギー 14 91 6.50 10 63 6.52 4 28 ▲0.02 買取制度開始による電力量の増

合計 50 508 10.25 47 482 10.36 3 26 ▲0.11

購入電力料計 50 510 10.28 47 482 10.36 3 27 ▲0.08

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある。

（単位：億kWh、億円、円/kWh）
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４．人件費
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○ 社員一人あたりの年収水準は、「一般的な企業の平均値」と「公益3業種の平均値」を参考に設定。
○ 設定にあたっては、「審査要領」をベースに、先行他社における「査定方針」を勘案しながら、統計値に対し

て、「年齢」「勤続年数」「学歴」補正を実施。
○ なお、「産業計」の統計値に対しても補正を行っているが、これは当社雇用施策※に基づく人員構成を年収メ

ルクマールに反映することが適切と考え補正。

４-１．給料手当ー年収水準設定の考え方

【出典】厚生労働省「平成24年賃金構造基本統計調査」

点線グラフは、年齢、勤続年数、学歴補正前

一般的な企業の平均値
Ａ

ガス
①

水道
②

鉄道
③

公益3業種の平均値
Ｂ

（①＋②＋③）／3

ＡとＢの平均値
Ｃ

（Ａ＋Ｂ）／2

当社申請値
（Ｃの地域補正後）

Ｃ×99%

地域補正（▲1.0%）

（万円）

単純平均

単純平均

年収水準について

※電力の安定供給のためには、教育に時間のかかる技術系社員（当社社員の7割）を継続的に雇用し、長年培われてきた
技術力やノウハウを絶え間なく継承していくことが重要。



17４-２．出向者に関する取扱い

○ 出向者（39団体、332人）のうち、電力の安定供給や電気事業の運営に必要なグループ会社・団体などの出

向先（ 17団体、262人）における当社負担額を原価に算入（出向先の負担割合は７割程度）。

○ 一方、電気事業連合会ほか上記以外の出向先（22団体、70人）における当社負担額は原価不算入。

※団体数、人数はＨ25～27平均

＜出向者数＞ ＜原価算入する出向先＞

グループ会社
11団体

（263人）
9団体

（248人）

・北海道パワーエンジニアリング
・ほくでんエコエナジー
・北海電気工事
・ほくでんサービス　　   　　　　　　（他5団体）

電力・ｴﾈﾙｷﾞｰ関係団体
28団体
（69人）

8団体
（14人）

・電力系統利用協議会
・海外電力調査会
・石炭資源開発
・日本原子力研究開発機構　　 　（他4団体）

合計
39団体

（332人）
17団体

（262人）



18【参考】原価に算入した出向先（１）

【原価算入するグループ会社（９団体）】

出向先 人数 主な事業内容 原価算入する理由

北海道パワーエ

ンジニアリング
10

火力発電による卸供給、火力・原

子力発電設備の保守　等

火力発電事業ならびに発電設備の保守・運転、工事等、電力の安定供給確保の一翼を担ってお

り、社員の出向を通じて事業の強化、専門技術・技能の向上を図っていくことが必要であるため。

ほくでんエコエナ

ジー
17

水力発電による卸供給、水力発

電設備の保守、新エネ関連事業

等

水力発電事業、水力発電設備の維持管理、太陽光・風力発電に関する事業など、ほくでんグ

ループにおける再生可能エネルギーの中心会社であり、社員の出向を通じて事業の強化、専門

技術・技能の向上を図っていくことが必要であるため。

北海電気工事 24
電力設備工事、送変電設備の保

守　等

電力流通設備の工事・保守・経年化対策などを主体に電力の安定供給確保の一翼を担ってお

り、社員の出向を通じて事業の強化、専門技術・技能の向上を図っていくことが必要であるため。

北海道計器工業 2
電力量計の修理・製造、検定有効

期間満了時の取替　等

電力量計の修理・製造・販売や取替検定有効期間満了時の取替工事、特別高圧計量装置工事

など、配電設備保守の一翼を担っており、社員の出向を通じて事業の強化、専門技術・技能の向

上を図っていくことが必要であるため。

北電総合設計 2
電力設備保全に関する調査・設

計、環境アセス関連調査　等

当社の電源開発や電力設備・施設の保全に関連する調査・設計、ならびに環境アセス関連調査

や各種測定分析など、電力設備の開発・保守の一翼を担っており、社員の出向を通じて事業の

強化、専門技術・技能の向上を図っていくことが必要であるため。

ほくでんサービス 167
配電設備の設計・調査・保守、電

気料金に関する収納・検針　等

配電設備の保守、竣工調査や、電力量計の検針、電気料金請求関連業務など、当社の大量定

型業務を効率的に実施。社員の出向を通じて配電業務およびお客さま対応に関わる業務の品質

維持・向上を図っていくことが必要であるため。

ほくでん情報テク

ノロジー
11

情報システムの企画、設計、構

築、保守・運用管理　等

電力供給に必要な基幹業務システムおよび全社ネットワークの構築、保守・運用管理などを担っ

ており、社員の出向を通じて情報システムの信頼性維持、向上を図っていくことが必要であるた

め。

北電興業 7
土木・緑化設備の工事・保守、石

炭灰処理、建物運営・保守　等

発電所の土木工作物等の工事・保守や緑化維持管理、発電所廃棄物の処理など、電力設備保

守の一翼を担っており、社員の出向を通じて事業の強化、専門技術・技能の向上を図っていくこ

とが必要であるため。

ほくでんアソシエ 8
電気事業に関する印刷・製本　等

（特例子会社）

障害者雇用促進法に基づく特例子会社。出向者は経営企画・管理、障がい者支援に従事してい

る。今後もほくでんグループ一体となった障がい者雇用に取り組んでいくため、社員出向を通じた

事業運営の安定・強化が必要であるため。

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社　計 248



19【参考】原価に算入した出向先（２）

【原価算入する電力・ｴﾈﾙｷﾞｰ関係団体（８団体）】

出向先 人数 主な事業内容 原価算入する理由

電力系統利用協

議会
3

一般電気事業者が所有する送配

電線の公平利用ルールの策定・

監視、紛争の解決　等

ネットワーク利用公平性の確保に関して電気事業法に指定された送配電業務支援機関であり、

業務遂行には流通設備に関する専門知識を有する事業者社員の出向が必要であるため。

海外電力調査会 2 海外電気事業の調査研究　等
当社単独では実施できない海外電気事業の調査・研究等を実施しており、海外電力との協力関

係構築や、海外電力動向の情報収集の観点から社員の出向が必要であるため。

石炭資源開発 1
海外における石炭資源の調査、

採鉱、開発、輸入、販売　等

海外における石炭資源開発に参加することにより、安定的、経済的な海外炭を確保可能。石炭調

達業務に関する幅広い知識や実務経験の習得の観点から社員の出向が必要であるため。

日本原子力研究

開発機構
2

高速増殖炉や核燃料、高ﾚﾍﾞﾙ放

射性廃棄物の処分に関する技術

開発　等

再処理、高レベル放射性廃棄物処理処分の技術開発等の成果は、原子燃料サイクル事業推進

に必要不可欠であり、出向社員を通じて得られる知識や実務経験、情報収集の観点から、社員

の出向が必要であるため。

原子力発電環境

整備機構
2

使用済核燃料をﾘｻｲｸﾙする過程

で発生する高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物

等の最終処分　等

放射性廃棄物の地層処分の必要性や安全性に関する理解活動・技術開発等の成果は、原子燃

料サイクル事業推進に必要不可欠であり、業務を通じて得られる知識や実務経験の習得、情報

収集の観点から、社員の出向が必要であるため。

新ｴﾈﾙｷﾞｰ産業技

術開発機構
1

新ｴﾈﾙｷﾞｰ、省ｴﾈﾙｷﾞｰ、ｽﾏｰﾄｸﾞ

ﾘｯﾄﾞ等の電気の安定供給に資す

る研究開発　等

新エネルギー・省エネルギー技術の開発や実証試験、導入普及業務等を実施しており、国内外

の情報収集や知見向上のを観点から、社員の出向が必要であるため。

電力中央研究所 1
電気事業に必要となる各種技術

開発　等

出向者は送電線の着雪防止技術、碍子装置に関する耐着雪・耐塩害技術について、現行技術

の検証と新しい技術開発に取り組んでおり、これらの成果は直ちに当社の設備保守に活用でき

ることから、安定供給に資するものであるため。

北海道電気保安

協会
2

電気設備の保安管理業務、調査

業務　等

一般用電気工作物調査、自家用電気工作物保安管理を主たる業務とし、電気事業法に適合する

電気保安法人として電力の安定供給の一翼を担っていることから、社員の出向を通じて事業の

強化、専門技術・技能の向上を図っていくことが必要であるため。

電力・ｴﾈﾙｷﾞｰ

関係団体  計
14

合計 262



20４-３-（１）．退職給与金の概要

○ 退職給与金は、前回原価において年金資産運用環境が極めて好調であったことの反動などから、72億円

増加。

（単位：百万円）

H25 H26 H27
H25～27
平均：Ａ

勤務費用 3,952 3,835 3,708 3,832 5,900 ▲2,068

利息費用 2,923 2,915 2,857 2,898 3,377 ▲479

その他費用 162 167 170 167 ▲123 289

小　計 7,037 6,917 6,736 6,896 9,155 ▲2,258

期待運用収益 - - - - ▲3,731 3,731 年金資産予定利回りの低下

数理計算上の
差異等償却費

▲402 ▲1,348 418 ▲444 ▲6,182 5,738 年金資産実運用利回りの低下

小　計 ▲402 ▲1,348 418 ▲444 ▲9,913 9,468

6,634 5,569 7,153 6,452 ▲758 7,210

※期待運用収益とは、当年度の年金資産運用における利回りを想定（当社は過去5ヵ年の平均運用利回りを基に設定）し、その想定額を費用計上するもの。

※数理計算上の差異等償却費は、実際の年金資産運用利回りと想定利回りとの差異や、退職給付債務算定時の想定値と実績値の差異、退職金・年金制度の

　 変更等により発生する差異を一定期間で償却する費用（当社は5ヵ年均等償却）

主な増減要因

通常負担する費用

年金資産の収益等
に関わる費用

退職給与金計

今　　回
前回：Ｂ

（20年度）
差：Ｃ
Ａ－Ｂ

再評価率の低下



21４-３-（２）．退職給与金の増加について

○ 前回原価は、年金資産運用環境が極めて好調であったため、年金資産の収益等に関わる費用(②)が大幅
にマイナスとなり、通常負担する費用(①)を上回ったことから、退職給与金合計(③)がマイナス計上。

○ 今回原価は、対象期間通算で運用実績と想定利回りとの差が小さかったことから、年金資産の収益等に
関わる費用は僅かなマイナスにとどまり、退職給与金合計は、通常負担する費用(再評価率の低下等によ
り前回原価に比べ22億円減少）とほぼ同額となった（この結果、退職給与金は前回原価に比べ72億円増加）。

○ なお、値上げ申請済み他社においても、年金資産の収益等に関わる費用（②）は、前回から今回にかけて、一定
程度増加している。

【出典】他社の状況：「第13回、第24回電気料金審査専門委員会資料」

① 通常負担する費用 ② 年金資産の収益等に関わる費用 ③ 退職給与金合計（①＋②）
　  　 ・勤務費用 　  　 ・期待運用収益

       ・利息費用　等        ・数理計算上の差異等償却費

▲4億円

＜前回＞ ＜今回＞ ＜前回＞

▲8億円

▲99億円

＜前回＞ ＜今回＞

91億円

＜今回＞

69億円

65億円

＋95億円

＋

･再評価率の低下による減少▲14億円 等

（3.5％→2.0％）

前回からの増減要因

･年金運用に関する数理計算上の差異 ＋47億円

･期待運用収益による差異（＋3.5％→0％）＋37億円 等

前回からの増減要因

Ａ社：＋176億円

Ｂ社：＋ 51億円

C社：＋001億円
※年金資産を保有し

※ない1社を除く

他社の状況



22４-４-（１）．厚生費の概要

○ 法定厚生費は、社会保険料率の引上げによる影響はあるものの、社員の年収水準引下げや、健康保険料の

会社負担率の引下げ※などにより、前回原価と比較して５億円の減少。

※単一・連合健保平均（55%）で織り込み

○ 一般厚生費は、厚生施設費の削減、カフェテリアプランの縮小などにより、前回原価と比較して４億円の減少。

○ この結果、厚生費全体では、前回原価と比較して９億円の減少。

H25 H26 H27
H25～27
平均：A

5,356 5,677 6,030 5,688 6,193 ▲ 506

1,484 1,718 2,010 1,737 2,043 ▲ 306

3,198 3,282 3,343 3,274 3,345 ▲ 70

159 160 160 160 138 22

51 51 51 51 57 ▲ 6

338 339 339 339 420 ▲ 82

88 89 89 89 156 ▲ 67

38 38 37 38 35 3

1,626 1,619 1,602 1,616 2,034 ▲ 419

734 734 719 729 971 ▲ 242

独身寮人件費 127 126 110 121 230 ▲ 109

その他厚生施設費 607 609 609 608 741 ▲ 133

549 541 539 543 713 ▲ 170

343 345 344 344 351 ▲ 7

6,983 7,296 7,632 7,303 8,228 ▲ 924

その他

一般厚生費

厚生施設費

カフェテリア

その他

厚生費計

健康保険料

厚生年金保険料

介護保険料

児童手当拠出金

雇用保険料

労災保険料

（単位：百万円）

今　回
前回：B
(H20)

差：C
A-B

法定厚生費



23４-４-（２）．福利厚生制度の概要

【福利厚生制度の意義・目的】

○ 従業員が安心して働けるよう、生涯にわたる生活の安定や心身の健康の確保および職場一体感の醸成を

図ることなどを目的に展開する施策。

（注）「余暇」は、旅行における宿泊料金などの費用補助を行うメニュー

費用項目 厚生施設費 カフェテリア その他一般厚生費

 ・独身寮の運営  ・カフェテリアプラン  ・法定管理者教育

 ・宿泊施設の運営  ・作業安全対策

 ・交通安全対策

 ・健康診断の実施

 ・健康相談室運営

 ・産業医面談

 ・弔慰金、傷病見舞金

 ・職場レク活動補助  ・遺児育英年金

 ・共済会

 ・保養所の運営  ・文化体育活動補助

 ・体育施設の運営  ・持株奨励金

原価算入

原価不算入 （カフェテリアプラン縮小）

あらかじめ各人に配分した原資

（ポイント）の範囲内で、「医療、育

児、介護」「教育・自己啓発」「住宅

関係」「貯蓄・財形」「余暇」（注）の

カテゴリーの中から個々人のニー

ズやライフプランにあったものを選

択し、費用補助を受けることがで

きる制度



24４-５．雑給の概要

○ 雑給については、設備保守業務などの一時的な業務増に対応するため、受入出向者が増加するものの、

常用職員の減少や、社員の年収水準引下げを踏まえた給与の削減などにより、前回原価と同水準。

○ なお、再雇用者の給与は給料手当に計上。

H25 H26 H27
H25～27
平均：A

168 243 142 184 367 ▲ 183

536 522 529 529 144 386

289 289 289 289 480 ▲ 191

993 1,054 960 1,002 991 12

今　回

差：C
A-B

臨時員等

　雑給計

（単位：百万円）

前回：B
(H20)

常用職員・嘱託

受入出向

・常用職員 ： 発電所の運営に必要な警備などの定例業務に従事する者
・嘱託 ： 専門的技術力を必要とする業務に従事する者
・受入出向 ： 関係会社等から当社への出向者(給与は全額当社負担）
・臨時員 ： 一時的な要員不足等に対し、社員業務のうち代替可能な庶務業務などに従事する者
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項 目 説 明

執務スペース
・本店社屋内（自社保有）にある執務室を使用している。
・上記執務室に相当する費用は、原価から控除していない。

社有車
・他の役員と共有で役員用の社有車（全４台）を使用している。

・共用であり、社有車に関連する費用については、原価から控
除していない。

４-６．相談役・顧問関連の費用について

○ 相談役・顧問の給与については、全額原価不算入。

○ この他、間接的な費用として、以下の項目があるが、原価からは控除していない。



26４-７．議員兼職社員について

○ 当社に在籍する議員兼職社員は９名（道議会議員１名、市議会議員８名）。

○ 議員兼職社員の給与については、今回原価に算入していない。

（参考）道議会議員は無給休職、市議会議員は有給だが、公務を行う時間には給与を支払って
いない。
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５．調達・効率化等
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○ 設備投資については、多様な発注方式の採用などによる資機材調達コストの低減や、工事実施時期・工事
内容の見直しなど、平成25～27年度平均で167億円の削減を実施。

○ 設備投資の削減により、資本費を30億円効率化。

(単位:億円)

H25～27
平均

備考

▲ 167
・多様な発注方式の採用などによる資機材調達コストの
  低減効果の反映(▲70億円）
・工事実施時期や工事内容の見直し等（▲97億円）

減価償却費 ▲ 23 ・竣工額の減少

事業報酬 ▲ 7 ・固定資産・建設中の資産の減少

資本費計 ▲ 30

設備投資の効率化

資
本
費
の
効
率
化

５-１． 設備投資の効率化
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○ 競争発注比率は平成23年度で14%程度であるが、さらなる競争発注の拡大に取り組み、今後3年間の目標を平均
で30%程度へ拡大。

〔競争発注比率の拡大〕

５-２．競争発注の拡大

［H23（実績）］ ［H25～H27］

競
争

特

命

14%
競争発注比率目標

平均３０％程度へ拡大

拡大

○既存設備･機器などに係る
技術的制約がある場合

［41%］

○特殊技術などから取引先が
限定される場合

［23%］

○設備の維持管理などに係る
業務で取引先が限定される
場合

［17%］

○事故・災害などの緊急時対応 ［ 5%］



30【参考】競争発注の拡大に向けた取り組み方策

取り組み 具 体 的 施 策 事 例

競争環境の整備

○仕様の一部見直しによるJIS（日
本工業規格）などの規格品や同等
品などの受入

○配電用電線・ケーブル類の耐寒仕様見
直しなど

外部知見の反映
（VE契約等）

○VE提案方式
新・増設建築工事、設備設置に対
する取引先からの技術的コスト低
減方法の提案の受入れ

○発電所の設備設置工事など

競争効果を向上さ
せる施策の実施

○既存メーカと同等能力を有する新
規メーカの参入

○調達方法・仕様見直しに向けた他
電力との共同による検討

○通信設備や配電設備等に係る新規メーカ
の参入など

○配電関連機器などを対象とした共同検討

［取り組み方策事例］

○ 従来からの取り組みに加え、「競争環境の整備」、「外部知見の反映」などに積極的に取り組み、H25～27年

度のさらなる競争発注の拡大を追及していく。



31５-３-（１）．修繕費の水準

【修繕費及び修繕費率の推移】

○ 修繕費は、当社の設備形成の実態に基づき、発電所の定期検査や経年化対策などを織り込み。

○ 「審査要領」にメルクマールとして記載されている過去の帳簿原価に対する修繕費の比率を下回る水準。

【帳簿原価に対する修繕費の比率】 申請原価：2.63%、 直近５ヵ年(平成19～23年度) ：2.72%

【審査要領】

事業者各社一律に設定するのでは
なく、各社ごとに、過去実績を元に
した基準（帳簿原価に占める修繕
費の割合である修繕費率等）等をメ
ルクマールとして設定する。

745

994

808

910

1,019

764

977

2.42%

3.19%

2.45% 2.62%

2.90%

2.15%

2.63%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H19 H20 H21 H22 H23 H24
（推実）

申請値

H25‐27
平均

修繕費率（％）修繕費（億円）

修繕費

修繕費率

メルクマール：平均修繕費率（H19‐23）

メルクマール
2.72%

(単位：億円）

今回 5ヵ年

977 895

37,127 32,936

2.63%＜ 2.72%

※5ヵ年はH19～23年度実績の平均

平均帳簿原価（B)

比率（A)／（B)

平均修繕費（A)

各社ごとに設備形成が異なることから、修繕費を一般電気事業者各社一律に設定するのではなく、各社ごとに、過去実績を元にした基準（例え
ば、帳簿原価に占める修繕費の割合である修繕費率等）をメルクマールとして設定することが適当である。

【電気料金制度・運用の見直しに係る有識者会議報告書（平成24年３月）抜粋】



32【参考】火力（汽力）発電設備の経年化の状況

○ 火力発電所は、７割程度（８基/12基）が運転開始から30年以上経過するなど、経年化への適切な対応※の
ため、修繕費用が増加。

＜※主な経年化対策工事と内訳＞

劣化損傷の
態様

劣化内容および主な対策工事
経年化
対策費

運転による
劣化損傷

○粉体もしくは流体との接触による磨耗、
　機器摺動部の磨耗、高温高圧部位の
　材質劣化、腐食性ガスによる腐食など。
　〔主な対策工事〕
　　・ボイラー過熱器管他修繕
　　・発電機回転子絶縁修繕
　　・タービン主要弁修繕　　　　ほか

６６億円

長期間設置による
劣化損傷

○屋外に設置された機器の雨水・塩害に
　よる腐食・塗装剥離、ゴム部材の硬化
　など。
　〔主な対策工事〕
　　・煙道修繕
　　・配管架台腐食部修繕　ほか

２６億円

起動・停止による
劣化損傷

○熱膨張・収縮を繰り返すことによる配管
　の亀裂発生。
　〔主な対策工事〕
　　・ボイラー配管管台修繕　ほか

７億円

その他 ○部品製造中止に伴う対策工事など。 ４億円

１０３億円合 計（H25～27年度平均）　

44年10ヵ月

43年1ヵ月

35年9ヵ月

30年10ヵ月

32年5ヵ月

27年5ヵ月

10年9ヵ月

39年4ヵ月

34年4ヵ月

33年

29年3ヵ月

14年6ヵ月

10 15 20 25 30 35 40 45

奈井江1号

奈井江2号

苫小牧

砂川3号

伊達1号

伊達2号

苫東1号

砂川4号

知内1号

苫東2号

知内2号

苫東4号

火力（汽力）発電設備の経過年数
国内炭 海外炭 石油

（経過年数）

35万kW

17.5万kW

17.5万kW

25万kW

12.5万kW

35万kW

35万kW

35万kW

12.5万kW

35万kW

60万kW

30年以上経過が７割程度

(８基／12基）

※平成25年3月末現在の石油・石炭火力発電所。（ ）内は運転開始年月

70.0%
75.0%
80.0%
85.0%
90.0%

北海道 10社平均

火力設備の償却累計率（他社比較）



33【参考】火力発電設備の償却累計率と計画外停止率

○ H18年度以前は、新規火力ユニットの導入（知内2号、苫東4号）により、火力設備の償却累計率※は約80%以
下で、修繕費は一定レベル（160億円前後）で推移。

○ 苫東４号機導入後（H15年以降）の償却累計率は増加し、経年化の進展とともに計画外停止率も上昇。

○ このため、設備経年化による火力発電所の計画外停止などの設備トラブルの対応のため経年化対策費用
が増加したことなどから、H19年度以降の修繕費レベルは240億円前後まで増加。

※償却累計率 ： 設備の老朽化度合いを表す指標 、 （償却累計率） ＝ （減価償却累計額／帳簿原価）×100 [%]

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

0

50

100

150

200

250

300

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

償
却
累
計
率
（
％
）

修
繕
費
（
億
円
）

火力発電設備の修繕費と償却累計率の推移

修繕費（火力）

償却累計率（火力）

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

計
画
外
停
止
率
（
％
）

火力設備の計画外停止率

※計画外停止率（当社）は、現在も運転を継続している 発電所を対象として算出（H7以前は統計データ不明）。

※計画外停止率の全国平均値 （日本電力調査委員会（EI）、350MW以上）： ３％程度

知内2号
（H9.9）

苫東4号
（H14.6）



34５-４-（１）．スマートメーター導入計画の概要

○ スマートメーターの量産化時期を勘案し、平成27年度より導入を開始。10年間で低圧契約全てのお客さまに
スマートメーターを導入（新設および検定有効期間満了による取り替えに合わせて導入）。

○ 自動検針については、平成29年度にモデル実施・検証を行い、平成30年度より本格展開を図っていく。

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

実証試験

スマート
メーター
導 入

自動検針
導入

節電・需要
抑制に向
けた取組

【導入スケジュール】

○ スマートメーター導入
（新設および検定有効期間満了による取り替えにより10年間で低圧契約全てのお客さまに導入）

通信ネットワーク構築

○ スマートメーターの導入に向けた各種システムの改修など

スマートメーターを活用した新たな料金メニュー検討・導入

Ｗｅｂ料金お知らせサービス（平成23年12月開始）
⇒お客さまのパソコン等による検針結果、請求情報、過去24ヶ月分の電気ご使用量・料金実績をグラフで確認可能

自動検針導入

仕様確定
調達対応

実証試験

仕様検討

○ 自動検針の導入に向けた各種システムの改修 など

調達対応仕様検討 データ収集・管理
システムの開発

モデル実施の前倒しも含め、
極力、早期導入について
検討



35【参考】スマートメーターの導入率推移

45％

・平成28年度導入完了予定

・平成27年度より導入開始
（平成36年度に導入完了予定）

導入計画
需要構成比

（ｋＷｈ）

・全数スマートメーター取付済26％

29％

低圧
〔約366万口〕

高圧小口
〔約3.6万口〕

特別高圧・高圧大口

〔約0.14万口〕

Ｈ25 Ｈ26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 ～ H36

特別高圧
高圧大口

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

～

100%

高圧小口 92% 96% 97% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

低圧 － － 10% 20% 30% 40% 50% 60% 100%

総需要に
対する割合

52% 53% 58% 63% 68% 73% 77% 82% 100%

55％
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スマートメーター（通信方式を含む）の選定について

スマートメーター （通信方式を含む）関連資材の調達について

① 時計、負荷開閉、通信、電力量（正方向・逆方向）の計測機能

② アンペア料金制に対応するアンペアブレーカー機能

③ 停電補償用電池の搭載

④ 作業上の要件として、安全性向上や工費低減が見込めること

⑤ コスト面の要件として、全国大の導入数量拡大によるコスト削減効果が見込めること

○ 東京電力（株）仕様のスマートメーターを志向。

○ スマートメーターおよび関連するシステム開発などについて、最大限他社との仕様共通化

を図るとともに、安定調達を前提として国内外問わず広く門戸を開放のうえ競争を実施し、

安価で信頼性の高いものを調達。

（スマートメーターの主な選定要件）

５-４-（２）．スマートメーター選定と調達の考え方




